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民主党と自民党の党首選挙が始まった。民主党の方は、現職の野田総理の他に鹿野前農水大臣、赤松元農水大臣、原口元総務大臣の4氏の争いとなったのだが、マスコミ報道によれば、予想どおり野田総理の勝利は間違いなさそうである。問題はどの程度の得票を挙げることができるのか、ということだろう。それとともに、野田総理の勝利が確定した以降の内閣や党人事の行方であり、自民党総裁が確定以降9月28日ごろにも新しい人事を行うことを明言している。当然のことながら、総選挙シフトを敷くことは間違いない。さらに、選挙後に離党者が出るのかどうか、一つの注目点であろう。
　他方、自民党総裁選挙には5名が立候補している。立候補には20人の国会議員の推薦が必要であり、それだけで100名の国会議員が推薦人に名前を連らねれば、残りは99名の国会議員しか残らない。勝負の行方は300票もある地方票の行方にかかってくる。地方票では石破前政調会長が強いようで、石破氏は、まちがいなく第一回目の投票で2位以内には入りそうである。問題は後の4人の候補者の誰が2位以内に入り込むことができるのか、国会議員票では長老や派閥のボスの支持を得ている石原幹事長が強いのでは、と言われているのだが、「平成の明智光秀」と批判されていることや、本人の軽はずみな言動のマイナスもあり、その行方は混とんとしている。
□石破候補が優勢か、誰が2位以内かが焦点に
そうした中で、参議院議員というハンディはあるものの、国会議員仲間では評価の高い林芳正元防衛大臣が案外得票を伸ばすのではないか、と言われている。もっとも、今回は総裁選挙に出馬できただけでも良しとする向きもあり、何としても勝利する執念では、切迫感は今一歩の感があるように思われる。
今回の総裁選挙で注目しておくべきなのは、安倍晋三氏の再度の挑戦であろう。安倍氏は、安倍政権時代の側近を中心に運動をしているのだが、「三党合意」に対して表向きは合意を守る態度を示してはいるものの、経済政策の中心には「上げ潮派」と言われる新自由主義やインフレターゲットによるリフレ派を信奉する方たちが多い。また、政権を掌握できれば、憲法改正や教育改革・公務員改革など、やがては「日本維新の会」との連携に重心を置こうとしていることは十分想定される。つまり、安倍元総理は「三党合意」だけでなく、今までのリベラル的な自民党の体質から、一気にナショナリズムの高揚を目指した危険な動きを進めようと目論んでいる。すでに、自分が総理時代に自粛していた靖国神社への参拝を公言しているし、尖閣や竹島などの国境問題などにも排外主義的な対応を目指すに違いない。また、これまた大問題である集団的自衛権の行使にも踏み出そうとしている。もっとも、この点では自民党の5人の候補は、原発の再開同意とともに足並みがそろい始めていることが気になる。
結果的に町村元官房長官率いる町村派からは、町村・安倍と2人の候補者を出すことになり、派内は事実上分裂し、リーダーたる町村候補の存在感がやや薄れたことは否めまい。元官僚で、大胆な改革を打ち出しているわけでもなく、手堅さには定評はあるものの、67歳という年齢もあり、総裁候補として最初で最後の選挙戦になる可能性が高い。
□2位争いは、石原と安倍か、ダークホースは林候補と見た
このように見てきたとき、自民党の総裁選挙の予想は、現時点では石破候補が優位に立ち、追う石原、安倍の順で、案外ダークホースなのが林候補、町村候補はなかなか伸びきれないとみている。最初の投票で過半数を獲得できる可能性は低く、問題は決選投票であり、決選投票は199名の国会議員票で決まってくる。石破候補は安倍候補との連携を取っているとされているわけで、安倍候補が2位以内に入れば混戦となるのだろうが、石破候補と石原候補の争いになれば、石破氏が優位に立つことになるのだろう。やってみないとわからないし、どんな合従連衡が繰り広げられているのか皆目見当がつかないだけに、予断は許さないのだが、石破総裁が一番ありうる展開になりつつあるように思われる。もっとも、民主党の代表選挙の結果如何にもよるのだが、9月26日に向けて、引き続き自民党総裁選挙に注目をしていくことにしたい。
□原発ゼロ方針に対する内外からの問題山積
さて、原子力発電の問題で、アメリカとイギリス・フランスから日本政府の策定した2030年代までに、原発ゼロを目指す方針(実に首尾一貫しない決定で、大間原発などの建設中のものの容認などと、矛盾することを行っている。)に対して、日本政府にクレームが突きつけられている。と同時に、青森県や六ヶ所村やむつ市からも、さらに高速増殖炉”もんじゅ”を抱えている福井県からも、政府の核燃料サイクルの見直しに通ずる原発政策に対して厳しく抗議の声が伝えられてきている。もちろん、経済界の代表たる経団連の米倉会長も、同じく厳しく批判していることも周知のとおりである。つまり、原発から脱却していくとすれば、これまでの核燃料サイクルの大転換が必要になるわけで、そのことはこれまで使用済み燃料からプルトニウムや利用可能なウランの抽出を進め、それを高速増殖炉やMOX燃料として原発に再利用することの大転換に繋がる。アメリカからのクレームは、まことに身勝手なもので、自分たちは新しい原発を作らず、専ら日本に原子力発電の技術を継続させながら、世界の核兵器転用を防ぐべくIAEA等への監視網を張ろうとしてきた。日本が原子力発電から撤退すれば、貴重なその技術が失われ、その他の国々への核監視が困難になるのではないか、という懸念を持っているようだ。政府から補佐官や政務官を派遣してアメリカ側に対する説明をしているようであるが、何ともやりきれない気持ちになる。
□先送りされてきたバックエンド対策の不十分性が露呈
一方、イギリスやフランスは、日本からの使用済み核燃料からのプルトニウムの抽出を請け負っており、その返還が進められるのだが、青森県の六ヶ所村の施設に荷揚げをしようとしても、最終処分場にされてしまう危険性があるし、継続して核燃料サイクルが続くという前提で受け入れているプルトニウムや使用済み核燃料を、もし核燃サイクルを中止するのであれば、約束が違うとして元の原子力発電所に引き取れと強く抗議をしているのである。そうなれば、現在の原子力発電所の敷地内にある使用済み核燃料が、ただでさえ満杯になっているのに、六ヶ所村から返却される使用済み核燃料を貯蔵する余地は全くないわけで、それだけで原子力発電所の機能は完全に麻痺してしまう。
つまり、原子力発電問題の最大のウィークポイントであるバックエンド対策の不十分性が、原発をなくそうとすることで明るみに出てきたわけで、今後のこの問題をどのように進めていくべきなのか、原発を停止し廃炉に持っていくとしても必ず考えなければならない重大で深刻な人類史的問題なのである。世界では、高速増殖炉で核燃料サイクルを存続させようとしているのは日本だけだが、その”もんじゅ”も事故を起こし、未だに運転再開のめどすら立っていない。また、使用済み高レベル廃棄物を地下深く貯蔵できる場所を確保して実施しているのは、フィンランドとスウェーデンだけなのである。広大な砂漠地帯を抱えているアメリカでさえ、使用済み核燃料を埋設しようとしても住民の抵抗にあい、未だに確定できていないのが現実である。
もともと、「トイレの無いマンション」と言われて、その解決を先送りにしてきた付けが、たまたま福島原発事故が発生した日本で大きく顕在化してきたのだ。黙って見過ごすことは許されない。かねて問題提起したように、原発ゼロを目指すにしても、「エネルギー臨調」のような国民的な大論議をしながら様々な課題に対処せざるを得ないわけで、早急に根本的な解決策を模索していく必要がある。
□教育予算の公的支出、3年連続先進国中最下位
ちょっと話が大きく外れて恐縮なのだが、先週、見逃すことのできないデータが紹介されていたことを紹介したい。それは、教育機関への公的支出の対GDP比率の数値で、OECD31カ国中、何と日本は3年連続して最下位だという。数値としては、2009年のOECD平均が5.4%であるのに日本は3.6%でしかなく、その差1.9%、仮にGDPが500兆円弱とすれば、OECD平均に約9兆円足りないのだ。教育は中長期的な経済成長を高めるとされており、これでは日本の将来は、ますますじり貧になってしまう。もっとも、個人で負担している教育費は、塾や家庭教師代など相当の金額に達しており、それを負担できる富裕層と負担できない貧困層の格差が拡大しており、所得格差が拡大すると同時に、学歴格差が生じ、それがまた所得格差に結び付くという悪循環が進んでいる。かつて財務副大臣の時に財務省主計局に問うたところ、日本は人口が少なくなっており、一人当たりでみると最下位ではないと釈明していた。
こんな調子で教育予算が削減され続ければ、日本の将来は危うい。政権交代によって、高校の授業料無償化や育英資金(奨学金)の改善などを進めてきており、2010年や2011年の数値は改善されているとみているのだが、なかなかOECD平均水準にまで到達するのには時間がかかりそうである。所得格差から教育格差をなくしていくためには、所得再分配による公教育の充実しか方法はない。社会保障と共に公教育をどう復権させていくのか、課題は重い。
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